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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第１四半期
連結累計期間

第17期
第１四半期
連結累計期間

第16期

会計期間
自 平成25年６月１日
至 平成25年８月31日

自 平成26年６月１日
至 平成26年８月31日

自 平成25年６月１日
至 平成26年５月31日

売上高 (百万円) 29,210 28,129 169,528

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △1,849 △1,865 4,509

四半期純損失(△)又は
当期純利益

(百万円) △1,277 △1,421 1,717

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,263 △1,462 1,769

純資産額 (百万円) 12,255 13,244 15,460

総資産額 (百万円) 76,246 80,662 86,408

１株当たり四半期純損失金額(△)
又は１株当たり当期純利益金額

(円) △42.50 △47.29 57.14

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 16.0 16.1 17.6

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．第16期第１四半期連結累計期間及び第17期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、４月からの消費税率改定に伴う駆け込み需要の反動減が見ら

れますが、政府による経済・財政政策に刺激された企業収益が改善を続けるなかで、雇用・所得環境も着実に改善

するなど、緩やかな回復基調が続いています。しかし一方で、新興国の成長鈍化や政情不安、不安定な経済情勢等

により先行きは依然として不透明な状況にありました。

当社グループの属する住宅業界におきましては、４月の消費税率改定に伴う駆け込み需要の反動による落ち込み

が顕著に現れ、受注が低調に推移しております。

このような状況のなか当社グループにおきましては、「より良いものをより安く 提供することにより 社会に奉

仕する」という経営方針に基づき、販売価格の見直しを行い、そして、より地域に根ざした事業展開を図るべく、

販売網の拡充を行うとともに住宅事業に関連する事業の取り組みを強化してまいりました。

各事業の概略は以下のとおりです。

(住宅事業)

住宅事業においては、新しく９ヶ所の出店を行い、モデルハウスのリニューアルについては13ヶ所において実

施いたしました。前期に引き続き、大都市圏および空白エリアでのシェア拡大という方針に基づき、販売網の整

備と鮮度の維持を行ってまいりました。また、８月からは10kW以上の太陽光発電システムを搭載した戸建住宅

「大容量ソーラーハウス 楽楽の家（らくらくのいえ）」の販売を開始しました。しかし、４月からの消費税率改

定に伴う駆け込み需要の反動減や職人不足、天候不順による住宅展示場での集客減少などの影響を受けました。

以上の結果、当事業の売上高は26,062百万円（前年同期比3.3％減）、営業損失は1,621百万円（前年同期は

1,856百万円の営業損失）となりました。

(不動産事業)

不動産事業においては、大型分譲プロジェクトである大阪府茨木市の「タマスマートタウン茨木（全588区画）」

の販売が引き続き好調に推移しましたが、前期に比べ引渡棟数が減少しました。また、宮崎県の中規模物件の引

渡棟数も前期に比べ減少しました。

マンション事業においては、当社における過去最大の開発規模を持つ横浜市都筑区の「フォーチュンスクエア

都筑中山（全157戸）」の販売が好調に推移し、今後も新たなマンションの販売を計画しております。

以上の結果、当事業の売上高は861百万円（前年同期比24.9％減）、営業損失は9百万円（前年同期は53百万円の

営業利益）となりました。

(金融事業)

金融事業においては、住宅事業における引渡棟数は減少しましたが、火災保険の付保率向上により契約件数が

増加し、契約単価も上昇しました。また、６月に住宅ローン「フラット」の業務提携先を見直したことにより、

手数料単価が上昇しました。

以上の結果、売上高は243百万円（前年同期比18.3％増）、営業利益は105百万円（同50.4％増）となりました。

決算短信 （宝印刷）  2014年10月09日 10時45分 4ページ （Tess 1.40 20131220_01）



－ 5 －

(その他事業)

その他の事業においては、住宅事業における引渡棟数の減少により従前の住宅周辺事業も低調に推移しました。

以上の結果、当事業の売上高962百万円（前年同期比5.7％増）、営業損失303百万円（前年同期は95百万円の営

業損失）となりました。

以上の結果、当社グループの連結経営成績は、売上高28,129百万円（前年同期比3.7％減）となりました。利益に

つきましては営業損失1,825百万円（前年同期は1,830百万円の営業損失）、経常損失1,865百万円（前年同期は1,849

百万円の経常損失）、四半期純損失1,421百万円（前年同期は1,277百万円の四半期純損失）となりました。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、21百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に、重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年８月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年10月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,055,800 30,055,800
東京証券取引所
（市場第一部）
福岡証券取引所

単元株式数 100株

計 30,055,800 30,055,800 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年６月１日
～平成26年８月31日

― 30,055 ― 4,310 ― 4,249

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成26年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

30,053,000
300,530 ―

単元未満株式
普通株式

2,800
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 30,055,800 ― ―

総株主の議決権 ― 300,530 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年６月１日から平成

26年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成26年６月１日から平成26年８月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 29,475 20,039

受取手形・完成工事未収入金等 ※２ 2,246 ※２ 640

営業貸付金 2,317 2,352

有価証券 2,499 －

販売用不動産 1,817 2,749

未成工事支出金 8,522 10,967

仕掛販売用不動産 8,852 9,591

その他のたな卸資産 363 344

繰延税金資産 907 1,475

その他 3,169 4,116

貸倒引当金 △9 △9

流動資産合計 60,163 52,267

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,999 12,279

土地 6,983 6,983

その他（純額） 2,809 4,633

有形固定資産合計 21,792 23,895

無形固定資産 581 574

投資その他の資産

投資その他の資産 4,156 4,336

貸倒引当金 △285 △410

投資その他の資産合計 3,871 3,925

固定資産合計 26,245 28,395

資産合計 86,408 80,662
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※２ 27,643 ※２ 19,870

1年内償還予定の社債 400 400

短期借入金 2,089 5,745

1年内返済予定の長期借入金 2,708 2,826

未払法人税等 2,252 72

未成工事受入金 18,017 20,507

完成工事補償引当金 898 919

工事損失引当金 154 44

賞与引当金 － 386

その他 6,559 4,786

流動負債合計 60,723 55,559

固定負債

社債 700 700

長期借入金 7,482 9,097

資産除去債務 1,005 1,051

繰延税金負債 21 33

その他 1,014 977

固定負債合計 10,223 11,859

負債合計 70,947 67,418

純資産の部

株主資本

資本金 4,310 4,310

資本剰余金 4,327 4,327

利益剰余金 6,466 4,263

株主資本合計 15,103 12,901

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11 △2

繰延ヘッジ損益 △2 1

為替換算調整勘定 135 105

その他の包括利益累計額合計 143 103

少数株主持分 212 238

純資産合計 15,460 13,244

負債純資産合計 86,408 80,662
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年６月１日
　至 平成25年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年６月１日
　至 平成26年８月31日)

売上高 29,210 28,129

売上原価 22,151 21,351

売上総利益 7,058 6,778

販売費及び一般管理費 8,888 8,603

営業損失（△） △1,830 △1,825

営業外収益

受取利息 2 3

受取配当金 2 0

違約金収入 15 15

その他 29 84

営業外収益合計 51 104

営業外費用

支払利息 23 52

アレンジメントフィー － 48

その他 45 43

営業外費用合計 69 144

経常損失（△） △1,849 △1,865

特別損失

固定資産除却損 7 57

リース解約損 － 3

特別損失合計 7 60

税金等調整前四半期純損失（△） △1,856 △1,925

法人税、住民税及び事業税 61 55

法人税等調整額 △636 △559

法人税等合計 △575 △503

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,281 △1,421

少数株主損失（△） △4 △0

四半期純損失（△） △1,277 △1,421
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年６月１日
　至 平成25年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年６月１日
　至 平成26年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,281 △1,421

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 29 △14

繰延ヘッジ損益 △3 3

為替換算調整勘定 △6 △29

その他の包括利益合計 18 △40

四半期包括利益 △1,263 △1,462

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,261 △1,461

少数株主に係る四半期包括利益 △1 △0
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

以下の金融機関からの借入債務に対する債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成26年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年８月31日)

当社の顧客である住宅購入者の金融機関
からの借入債務に対する保証

1,671百万円 2,160百万円

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第１

四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結

会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(平成26年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年８月31日)

受取手形

支払手形

8百万円

2,877

20百万円

70

(四半期連結損益計算書関係)

　売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年６月１日 至 平成25年８月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自 平

成26年６月１日 至 平成26年８月31日)

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が大きいた

め、通常、第１四半期連結会計期間の売上高の連結会計年度の売上高に占める割合は相対的に低くなる傾向があり

ます。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年６月１日
至 平成25年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年６月１日
至 平成26年８月31日)

減価償却費 379百万円 445百万円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年６月１日 至 平成25年８月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年８月29日
定時株主総会

普通株式 775 25.8 平成25年５月31日 平成25年８月30日 利益剰余金

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年６月１日 至 平成26年８月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年８月28日
定時株主総会

普通株式 781 26.0 平成26年５月31日 平成26年８月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年６月１日 至 平成25年８月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

住宅
事業

不動産
事業

金融
事業

計

売上高

(1)外部顧客への売上高 26,948 1,146 205 28,299 910 29,210 ― 29,210

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

39 ― ― 39 1,718 1,757 △1,757 ―

計 26,987 1,146 205 28,339 2,628 30,967 △1,757 29,210

セグメント利益
又は損失(△)

△1,856 53 70 △1,732 △95 △1,828 △2 △1,830

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、家具・インテリア事業、広告代理

業及び総合建設業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△2百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年６月１日 至 平成26年８月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

住宅
事業

不動産
事業

金融
事業

計

売上高

(1)外部顧客への売上高 26,062 861 243 27,166 962 28,129 ― 28,129

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

46 ― ― 46 1,771 1,817 △1,817 ―

計 26,109 861 243 27,213 2,733 29,947 △1,817 28,129

セグメント利益
又は損失(△)

△1,621 △9 105 △1,525 △303 △1,829 3 △1,825

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、家具・インテリア事業、広告代理

業及び総合建設業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額3百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年６月１日
至 平成25年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年６月１日
至 平成26年８月31日)

１株当たり四半期純損失金額 42円50銭 47円29銭

(算定上の基礎)

四半期純損失金額(百万円) 1,277 1,421

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(百万円) 1,277 1,421

普通株式の期中平均株式数(株) 30,055,800 30,055,800

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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